
様式31

小児食物アレルギー負荷検査の施設基準に係る届出書添付書類

１ 標榜診療科（施設基準に係る標榜科名を記入すること。）

２ １０年以上の小児食物アレルギーの診断及び治療の経験を有する小児科の常勤医師の氏名等

（１名以上）

常勤医師の氏名 小児食物アレルギーの診断及び治療の経験年数

３ 急変時等の緊急事態に対応するための体制その他当該検査を行うための体制の概要

［記載上の注意］

「２」の常勤医師の経歴（小児食物アレルギーの診断及び治療経験及び当該保険医療機関におけ

る勤務状況のわかるもの）を添付すること。
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様式32

画像診断管理加算１
の施設基準に係る届出書添付書類

画像診断管理加算２
※該当する届出事項を○で囲むこと。

１ 標榜診療科（施設基準に係る標榜科名を記入すること。）

２ 画像診断を専ら担当する常勤医師の氏名等

経験年数常勤医師の氏名

３ 核医学撮影及びコンピューター断層撮影に係る事項

当該保険医療機関に うち画像診断を専ら担当する

おける実施件数 常勤医師の下に画像情報の管

理を行った件数

核医学撮影 ①

件 件

コンピューター ②

断層撮影 件 件

核医学診断及びコンピューター断層診断に係る事項４

うち画像診断を専ら担当する

常勤医師が診断を翌診療日までに

行った件数

核医学診断 ③

件

コンピューター ④

断層診断 件

読影結果が翌診療日までに読影されている率 ＝ （③＋④）／（①＋②）×１００％

＝ ％

［記載上の注意］

１ 「２」の常勤医師については、該当するすべての医師について記載すること。また、当

該医師の経歴（当該医師が専ら画像診断を担当した経験、勤務状況等がわかるもの）を添

付すること。

２ 「２」に専門医の氏名を記入する場合には、氏名の下に「（専門医）」と記入すること。

また、団体による認定証等の写しを添付すること。

３ 「３」及び「４」については、届出前３か月間の件数を記入すること。

４ 画像診断管理加算１の届出を行う場合にあっては、「３」及び「４」は記載する必要は

ないこと。
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様式33

画像診断管理加算（歯科診療に係るものに限る。）の施設基準に係る届出書添付書類

１ 画像診断を専ら担当する常勤歯科医師の保険医療機関内の所属部署

２ 画像診断を専ら担当する常勤歯科医師の氏名（複数記入可）（1名以上）

常勤歯科医師の氏名

届出年月日３ 地域歯科連携診療支援病院歯科初診料の

平成 年 月 日

［記載上の注意］

「２」の常勤歯科医師の経歴（画像診断担当の経験、勤務状況等がわかるもの）を添付するこ

と。
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様式34

遠隔画像診断の施設基準に係る届出書添付書類

送信側（画像の撮影が行われる保険医療機関）

１ 保険医療機関の所在地及び名称

２ 画像の撮影・送受信を行うために必要な装置・器具の一覧（製品名等）

受信側（画像診断が行われる保険医療機関）

１ 保険医療機関の所在地及び名称

２ 画像診断管理の届出状況（該当するものに○をつけること。）

画像診断管理（ １ ２ ）の届出年月日（ 年 月 日）

３ 病院の種類（該当するものに○をつけること。）

・特定機能病院 承認年月日 年 月 日

・臨床研修指定病院 指定年月日 年 月 日

・へき地医療拠点病院 指定年月日 年 月 日

・へき地中核病院 指定年月日 年 月 日

・へき地医療支援病院 指定年月日 年 月 日

４ 画像の送受信を行うために必要な装置・器具の一覧（製品名等）

［記載上の注意］

送信側及び受信側の保険医療機関ともに当該届出が必要であること。なお、送信側の保険医療

機関の届出書については、受信側に係る事項についても記載すること。
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様式35

遠隔画像診断（歯科診療に係るものに限る。）の施設基準に係る届出書添付書類

送信側（画像の撮影が行われる保険医療機関）

１ 保険医療機関の所在地及び名称

２ 画像の撮影・送受信を行うために必要な装置・器具の一覧（製品名等）

受信側（画像診断が行われる保険医療機関）

１ 保険医療機関の所在地及び名称

２ 画像診断管理の届出状況

画像診断管理の届出年月日 （ 年 月 日））

３ 地域歯科支援診療支援病院歯科初診料 平成 年 月 日

の届出年月日

４ 画像の送受信を行うために必要な装置・器具の一覧（製品名等）

［記載上の注意］

送信側及び受信側の保険医療機関ともに当該届出が必要であること。なお、送信側の保険医療

機関の届出書については、受信側に係る事項についても記載すること。
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様式36

ポジトロン断層撮影
の施設基準に係る届出書添付書類

ポジトロン断層・コンピューター断層複合撮影

※該当する届出事項を○囲むこと。

１ 届出種別 ・新 規 届 出（実績期間 年 月～ 年 月）

・再 度 の 届 出（実績期間 年 月～ 年 月）

・機器増設による届出（実績期間 年 月～ 年 月）

２ 当該画像診断の従事者に係る事項

３年以上の核医学 常勤医師の氏名 核医学診断の経験年数

診断の経験を有

し、かつ、所定の 年

研修を修了した常

勤医師

ＰＥＴ製剤の取り 放射線技師の氏名 診断撮影機器

扱いに関し、専門

の知識及び経験を

有する専任の放射

線技師

３ 施設共同利用率に係る事項

① 保有する全ての当該撮影に係る機器を使用した全患者数

名

② 当該撮影の共同利用を目的として他の保険医療機関から検査を依頼された紹介患者数

名

③ 特別の関係にある保険医療機関間での紹介の場合及び画像の撮影を実施する保険医療機関

へ転医目的で紹介された場合に該当する患者数

名

④ 施設共同利用率 ＝ （②－③）／（①－③）×１００％

＝ ％

［記載上の注意］

１ 「１」は、特掲施設基準通知第２の４の(2)に定めるところによるものであること。

２ 「１」経歴（当該画像診断に係る経験（関係学会等によるポジトロン断層撮影に係る研修

の参加状況等）、当該保険医療機関における勤務状況がわかるもの）を添付すること

３ 「３」については、施設共同利用率が２０％以上の場合に限り記載すれば足りる。なお、

保険診療を行った患者数のみを記載すること。
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様式37

ＣＴ撮影及びＭＲＩ撮影の施設基準に係る届出書添付書類

１ 撮影に使用する機器について

（使用する機器に○印をつける）

・マルチスライスＣＴ

・ＭＲＩ（１.５テスラ以上）

２ ○印をつけた機器の名称、型番、メーカー名等

（ＭＲＩの場合はテスラ数も記載すること。）

（機種名）

（型 番）

（メーカー名）

（テスラ数等）

［記載上の注意］

１ 届出に係る画像診断機器１台につき、本様式による添付書類をそれぞれ作成すること。

２ 「１」及び「２」については、機器ごとに記載すること。
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様式38

冠動脈ＣＴ撮影加算
の施設基準に係る届出書添付書類

心臓ＭＲＩ撮影加算

１ 撮影に使用する機器について

（使用する機器に○印をつける）

・マルチスライスＣＴ（64列以上）

・ＭＲＩ（1.5テスラ以上）

２ ○印をつけた機器の名称、型番、メーカー名等

（ＣＴの場合は列数、ＭＲＩの場合はテスラ数をも記載すること。）

（機種名）

（型 番）

（メーカー名）

（列数又はテスラ数）

［記載上の注意］

１ 届出に係る画像診断機器１台につき、本様式による添付書類をそれぞれ作成すること。

２ 「２」及び「３」については、機器ごとに記載すること。
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様式39

外来化学療法加算１
の施設基準に係る届出書添付書類

外来化学療法加算２

※該当する項目事項を○で囲むこと。

専用の治療室の面積 平方メートル

１ 専用の治療室

専用の病床数 床

２ 当該化学療法

の専任の常勤医

師の氏名

３ 当該治療室に

勤務する化学療

法の経験を有す

る専任の常勤看

護師の氏名

４ 当該化学療法

の専任の常勤薬

剤師の氏名

５ 急変時等の緊急時に当該患 自院における体制 （不可の場合、連携保険医療機関名）

者が入院できる体制

可 ・ 不可

［記載上の注意］

１ 当該治療室の配置図及び平面図を添付すること。

２ 外来化学療法加算１の施設基準に係る届出に当たっては、「２」の医師、「３」の看護師及

び「４」の薬剤師は、５年以上の化学療法の経験を有する者であること。

３ 「２」については、外来化学療法加算１に係る届出の場合のみ記入すること。

４ 外来化学療法加算１の施設基準に係る届出に当たっては、実施される化学療法のレジメン

（治療内容）の妥当性を評価し、承認する委員会の目的、構成員、及び開催回数等を記載した

概要を添付すること。
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様式40

無菌製剤処理料の施設基準に係る届出書添付書類

薬剤師 常 勤（２名以上） 名 非常勤 名

無菌製剤処理を行うための専用の部屋の面積 平方ﾒｰﾄﾙ

（５平方メートル以上）

１ 無菌室

無 ２ クリーンベンチ

菌 ３ 安全キャビネット （番号に○をつけること。）

処

理 形 式 ・ 規 格

施

設 空気清浄度、集塵効率等

台 数 等

無

菌

製

剤

処

理

用

器

具

・

備

品

等

の

一

覧

［記載上の注意］

１ 当該保険医療機関に勤務する薬剤師の氏名、勤務の態様及び勤務時間について、別添２の

様式４を添付すること。なお、調剤、医薬品情報管理、薬剤管理指導又は在宅患者訪問薬剤

管理指導のいずれかに従事しているか（兼務の場合はその旨）並びに無菌製剤処理業務に従

事している場合はその旨を備考欄に記載すること。

２ 調剤所及び当該届出に係る専用の施設の配置図及び平面図（クリーンベンチ等が設置され

ている場合はその位置を明示すること。）を添付すること。
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様式41

心大血管疾患リハビリテーション(Ⅰ)
の施設基準に係る届出書添付書類

心大血管疾患リハビリテーション(Ⅱ)

※該当する届出事項を○で囲むこと。

標榜診療科 循環器科 ・ 心臓血管外科

１．救命救急入院料の届出が受理されている。
緊急時に備える体制 ２．特定集中治療室管理料の届出が受理されている。

３．緊急手術・血管造影検査が行える体制が整っている。
連携保険医療機関名

専 任 名 非 専 任 名
医 師 常

非専任 名 勤 非専任 名
従

専 従 名 非 専 従 名
事 看 護 師 常

非専従 名 勤 非専従 名
者

専 従 名 非 専 従 名
理 学 療 法 士 常

非専従 名 勤 非専従 名

専用の機能訓練室の面積 平方メートル

専用の機能訓練室に備えている装置・器具の一覧（製品名及び台数等）

酸 素 供 給 装 置

除 細 動 器

心 電 図 モ ニ タ ー 装 置

ト レ ッ ド ミ ル

エ ル ゴ メ ー タ ー

血 圧 計

救 急 カ ー ト

運 動 負 荷 試 験 装 置

そ の 他
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［記載上の注意］

１ 運動負荷試験装置については、当該保険医療機関内に備えていればよい。

２ 「標榜診療科」欄及び「緊急時に備える体制」欄については、該当するものに○をつける

こと。「標榜診療科」については、当該科の担当医師が常時勤務していなくてはならない。

３ 「緊急時に備える体制」を連携保険医療機関で確保している場合には、当該連携保険医療

機関の名称を記載すること。また、緊急手術・血管造影検査が行える体制とは、心大血管疾

患リハビリテーション実施時において、緊急時に使用可能な手術室及び血管造影室があり、

緊急時に対応可能な職員が配置されている体制である。

４ 当該リハビリテーションに従事する医師、看護師及び理学療法士の氏名、勤務の態様及び

勤務時間について、別添２の様式４を添付すること。なお、次のいずれかに該当する従事者

であるかについて備考欄に記載すること。

・心大血管疾患リハビリテーションの経験を有する専任の常勤医師。

・循環器科又は心臓血管外科を担当する専任の常勤医師

・心大血管疾患リハビリテーションの経験を有する専従の常勤看護師

・心大血管疾患リハビリテーションの経験を有する専従の常勤理学療法士

５ 当該リハビリテーションが行われる専用の機能訓練室の配置図及び平面図を添付すること。

６ その他、当該届出を行うに当たっては、次の用件を満たす必要があること。

・リハビリテーションに関する記録（医師の指示、運動処方、実施時間、訓練内容、担当者

等）が患者ごとに一元的に管理され、常に医療従事者により閲覧が可能であること。

・定期的にその他関係職種が参加するカンファレンスが開催されていること。
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様式42

リハビリテーションの施設基準に係る届出書添付書類

届 出 区 分 （ ）脳血管疾患等リハビリテーション(Ⅰ)
（ ）脳血管疾患等リハビリテーション(Ⅱ)

(該当するものに○） （ ）脳血管疾患等リハビリテーション(Ⅲ)
（ ）運動器リハビリテーション(Ⅰ)
（ ）運動器リハビリテーション(Ⅱ)
（ ）呼吸器リハビリテーション(Ⅰ)
（ ）呼吸器リハビリテーション(Ⅱ)

常 専 任 名 非 専 任 名
医 師 常

勤 非専任 名 勤 非専任 名

常 専 従 名 非 専 従 名
看 護 師 常

勤 非専従 名 勤 非専従 名

従 常 専 従 名 非 専 従 名
理 学 療 法 士 常

事 勤 非専従 名 勤 非専従 名

者 常 専 従 名 非 専 従 名
作 業 療 法 士 常

数 勤 非専従 名 勤 非専従 名

常 専 従 名 非 専 従 名
言語聴覚士 常

勤 非専従 名 勤 非専従 名

経験を有する 常 専 従 名 非 専 従 名
常

従 事 者 勤 非専従 名 勤 非専従 名

治療・訓練を十分実施しえる専用施設
の面積 平方ﾒｰﾄﾙ

当該リハビリテーションを行うための器械・器具の一覧
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［記載上の注意］

１ 当該リハビリテーションに従事する医師、看護師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士、その他の従事者の氏名、勤務の態様及び勤務時間について、別添２の様式４を添付す

ること。なお、次のいずれに該当する従事者であるかについて備考欄に記載すること。

・当該保険医療機関における疾患別リハビリテーションに専任の常勤医師

・疾患別リハビリテーションの経験を有する当該保険医療機関における専任の常勤医師

・機能訓練室で行うリハビリテーションに専従の常勤看護師

・機能訓練室で行うリハビリテーションに専従の常勤理学療法士

・機能訓練室で行うリハビリテーションに専従の常勤作業療法士

・機能訓練室で行うリハビリテーションに専従の常勤言語聴覚士

・機能訓練室で行うリハビリテーションに専従の適切な運動器リハビリテーションに係る

研修を終了した常勤のあん摩マッサージ指圧師等

２ 当該リハビリテーションが行われる専用の機能訓練室の配置図及び平面図を添付するこ

と。なお、言語聴覚療法を行う保険医療機関においては、遮蔽等に配慮した専用の個別療

法室があることがわかる配置図及び平面図であること。

３ その他、当該届出を行うに当たっては、次の要件を満たす必要があること。

・リハビリテーションに関する記録（医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等）が患

者ごとに一元的に保管され、常に医療従事者により閲覧が可能であること。

・定期的にその他関係職種が参加するカンファレンスが開催されていること。
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様式43

難病患者リハビリテーション
の施設基準に係る届出書添付書類

障害児（者）リハビリテーション

※該当する届出事項を○で囲むこと。

常 専 任 名 非 専 任 名

医 師 常

勤 非専任 名 勤 非専任 名

従

常 専 従 名 非 専 従 名

事 看 護 師 常

勤 非専従 名 勤 非専従 名

者

常 専 従 名 非 専 従 名

理学療法士 常

勤 非専従 名 勤 非専従 名

常 専 従 名 非 専 従 名

作業療法士 常

勤 非専従 名 勤 非専従 名

常 専 従 名 非 専 従 名

言語聴覚士 常

勤 非専従 名 勤 非専従 名

専 用 施 設 の 面 積 平方メートル

当該療法を行うために必要な専用の器械・器具の一覧

訓練マットとその付属品 姿勢矯正用鏡 車椅子 各種杖

各種測定用器具（角度計、 握力計） その他（ ）

障害児(者）リハビリテーションの届出を行う施設一覧

・ 児童福祉法第４３条の３に規定する肢体不自由児施設

・ 児童福祉法第４３条の４に規定する重度心身障害児施設

・ 児童福祉法第７条第６項に規定する国立高度専門医療センター及び独立行政法

人国立病院機構の設置する医療機関であって厚生労働大臣の指定する医療機関

脳性麻痺・ リハビリテーションを実施している患者のうち、概ね８割以上の患者が

ある保険医療機関等で
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［記載上の注意］

１ 当該リハビリテーションに従事する医師、看護師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士の氏名、勤務の態様及び勤務時間について、別添２の様式４を添付すること。なお、次

のいずれに該当する従事者であるかについて備考欄に記載すること。

・当該保険医療機関における難病患者リハビリテーション又は障害児(者）リハビリテー

ションに専任の常勤医師

・難病患者リハビリテーションに専従の看護師

・難病患者リハビリテーションに専従の理学療法士

・難病患者リハビリテーションに専従の作業療法士

・障害児(者）リハビリテーションの経験を有する専従の常勤看護師

・障害児(者）リハビリテーションに専従の常勤理学療法士

・障害児(者）リハビリテーションに専従の常勤作業療法士

・当該保険医療機関における常勤言語聴覚士

２ 当該リハビリテーションが行われる専用の機能訓練室の配置図及び平面図を添付するこ

と。なお、言語聴覚療法を行う保険医療機関においては、遮蔽等に配慮した専用の個別療

法室があることがわかる配置図及び平面図であること。

３ 「当該療法を行うために必要な専用の器械・器具の一覧」欄については、該当するもの

に◯をつけること。また、その他に器械・器具がある場合は（ ）に記入すること。

４ 「障害児(者）リハビリテーションの届出を行う施設一覧」欄については、該当するも

のに◯をつけること。

５ その他、障害児(者）リハビリテーションの届出を行うに当たっては、次の要件を満た

す必要があること。

・リハビリテーションに関する記録（医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等）が患

者ごとに一元的に保管され、常に医療従事者により閲覧が可能であること。

・定期的にその他関係職種が参加するカンファレンスが開催されていること。

※ 以下はリハビリテーションを実施している患者のうち、概ね８割以上の患者が あ脳性麻痺等で

る保険医療機関である場合のみ記載すること。

リハビリテーションを実施した患者（延べ人数） Ａ 名

上記のうち、障害児（者）に該当する患者（延べ人数Ｂ 名 患者数

（再掲） 算出期間

脳性麻痺 名 年

名 月 日胎生期若しくは乳幼児期に生じた脳又は脊髄の奇形及び障害

顎・口蓋の先天異常 名 ～

先天性の体幹四肢の奇形又は変形 名 年

先天性神経代謝異常症、大脳白質変性症 名 月 日

先天性又は進行性の神経筋疾患 名

神経障害による麻痺及び後遺症 名

名言語障害、聴覚障害又は認知障害を伴う自閉症等の発達障害

当該施設における障害児（者）患者の割合 Ｂ／Ａ ％

① Ａは、算出期間中に当該施設でリハビリテーション料（心大血管疾患リハビリテーション料、

脳血管疾患等リハビリテーション料、運動器リハビリテーション料、呼吸器リハビリテーショ

ン料、集団コミュニケーション療法料）を１単位以上算定した患者の延べ人数について記載する

こと。

② Ｂは、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病によるものを除く。

③ 平均患者数算出期間は届出の直近１か月とする。
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様式44　

集団コミュニケーション療法の施設基準に係る届出書添付書類

当該施設にて算定している
リハビリテーション料
（該当するものに○）

脳血管疾患等リハビリテーション料　Ｉ・Ⅱ・Ⅲ
障害児（者）リハビリテーション料

従
事
者
数

医師
常
勤

専任 名 非
常
勤

専任 名

非専任 名 非専任 名

言語聴覚士
常
勤

専従 名 非
常
勤

専従 名

非専従 名 非専従 名

専用施設の面積

集団療法室 平方メートル　

個別療法室との
兼用状況

(該当するものに○)

共通　・　独立　・　個別療法室なし

当該療法を行うための機械・器具の一覧

［記載上の注意］

　１　集団療法室として用いている部屋を複数備えている場合については、面積が最も小さいもの
　　について記載すること。

　２　個別療法室との兼用状況については、共通で用いている部屋が１室でもある場合については
　　「共通」を選択すること。
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様式45

精神科作業療法の施設基準に係る届出書添付書類

当該療法 常 専 従 名 非 専 従 名
に従事す 常
る作業療 勤 非専従 名 勤 非専従 名
法士

専 用 施 設 の 面 積 平方ﾒｰﾄﾙ

当該療法を行うために必要な専用の器械・器具の一覧

手 工 芸

木 工

印 刷

日常生活

動作

農耕又は

園芸

病院の種別（該当する方に○をつけること。）

・精神科病院

・精神病棟を有する病院であって、入院基本料（精神病棟入院基本料の特別入院基本料以

外の特別入院基本料を除く。）、精神科急性期治療病棟入院料又は精神療養病棟入院料

を算定する病院

［記載上の注意］

１ 当該治療に従事する作業療法士の氏名、勤務の形態及び勤務時間について、別添２の

様式４を添付すること。なお、当該療法に専従である作業療法士であるかについて備考

欄に記載すること。

２ 当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。
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様式46

精神科［ ］ケアの施設基準に係る届出書添付資料

常 専 任 名 非 専 任 名
医 師 常

勤 非専任 名 勤 非専任 名

常 専 従 名 非 専 従 名
作 業 療 法 士 常

勤 非専従 名 勤 非専従 名

経験を有する 常 専 従 名 非 専 従 名
常

看護師 勤 非専従 名 勤 非専従 名

常 専 従 名 非 専 従 名
看護師 常

従 勤 非専従 名 勤 非専従 名

事 常 専 従 名 非 専 従 名
准看護師 常

者 勤 非専従 名 勤 非専従 名

数 精 神 保 健 常 専 従 名 非 専 従 名
常

福 祉 士 勤 非専従 名 勤 非専従 名

臨 床 心 理 常 専 従 名 非 専 従 名
常

技 術 者 等 勤 非専従 名 勤 非専従 名

常 専 従 名 非 専 従 名
栄 養 士 常

勤 非専従 名 勤 非専従 名

常 専 従 名 非 専 従 名
看 護 補 助 者 常

勤 非専従 名 勤 非専従 名

専 用 施 設 の 面 積 平方ﾒｰﾄﾙ

患者１人当たり 平方ﾒｰﾄﾙ

〔記載上の注意〕

１ ［ ］内には、ショート、デイ、ナイト又はデイ・ナイトのいずれかを記入すること。

２ 当該ケアの従事者の氏名、勤務の形態及び勤務時間について、別添２の様式４を添付する

こと。なお、次のいずれに該当する従事者であるかについて備考欄に記載すること。

・精神科医師

・作業療法士

・看護師

・臨床心理技術者

・精神保健福祉士

・栄養士

・精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は精神科デイ・ナイト

・ケアの経験を有する看護師

３ 当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。
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様式47

重度認知症デイ・ケアの施設基準に係る届出書

精神科医師 常勤 名 非常勤 名

従 専従の作業療法士 常勤 名 非常勤 名

事 専従の看護師 常勤 名 非常勤 名

非常勤
者 精神病棟勤務の経験を有

常勤
する専従の看護師 名 名

数

その他の専従の従事者

（職名： ） 常勤 名 非常勤 名

（職名： ） 名 名

専用施設の面積 平方メートル

（患者１人当たり 平方メートル）

専用の器械・器具

［記載上の注意］

１ 重度認知症デイ・ケア科の従事者の氏名、勤務の形態及び勤務時間について、別

添２の様式４を添付すること。なお、次のいずれに該当する従事者であるかについ

て備考欄に記載すること。

２ 届出事項に係る専用の施設の面積を記入し、配置図及び平面図を添付すること。

３ 届出事項に係る専用の器械・器具の目録を記入すること。
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様式48

医療保護入院等診療料の施設基準に係る届出書添付書類

常勤の精神保健指定医の氏名

（ 指 定 番 号 ） （ ）

行動制限最小化に係る委員会 開催回数 （ ）回／月

参加メンバー （職種）

・

・

・

・

・

行動制限最小化に係る基本指針の作 平成 年 月 日作成

成日時

研修会の実施頻度 開催回数 （ ）回／年

備考 行動制限最小化に係る基本指針を添付のこと。
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様式49

エタノールの局所注入の施設基準に係る届出書添付書類

（甲状腺に対するもの）

１ 甲状腺の治療に係る専門の知識及び５年以上の経験を有する医師の氏名等（１名以上）

医師の氏名 甲状腺の治療に係る経験年数

２ 当該療法を行うために必要な器械・器具

カラードプラエコー

(解像度７．５Mhz以上）

［記載上の注意］

「２」については、機器名、解像度等、当該療法を実施するにつき十分な性能を有しているこ

とがわかる内容を記載すること。
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様式49の２

エタノールの局所注入の施設基準に係る届出書添付書類

（副甲状腺に対するもの）

１ 担当する医師に関する事項

氏 名

甲状腺の治療に係る経験年数（５年以上） 年

２ 当該療法を行うために必要な器械・器具

カラードプラエコー

(解像度７．５Mhz以上）

［記載上の注意］

「２」については、機器名、解像度等、当該療法を実施するにつき十分な性能を有しているこ

とがわかる内容を記載すること。
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様式 50 

齲蝕歯無痛的窩洞形成加算の施設基準届出書添付書類 

 

 

1 標榜診療科 

 

 

 

2 常勤の歯科医師の氏名等 

常勤歯科医師の氏名 経歴(経験年数を含む。) 

  

  

  

  

 

3 設置機器名 

一般名称 医療機器の製品名 設置年月日 
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様式 51 

 

内視鏡下椎弓切除術、内視鏡下椎間板摘出（切除）術 

（後方切除術に限る。）の施設基準に係る届出書添付書類 

 

１ 標榜診療科（施設基準に係る標榜科名を記入すること。） 

 

 

２ 常勤の整形外科の医師の氏名（２名以上） 

常勤医師の氏名 

 

 

 

３ 脊椎手術を術者として 300 例以上実施した経験を有する常勤の整形外科の医師の氏名

等（１名以上） 

常勤医師の氏名 脊椎手術の経験症例数 

 例 

 例 

４ 当該手術に熟練した医師の指導の下に、術者として内視鏡下椎弓切除術及び内視鏡下

椎間板摘出（切除）術（後方切除術に限る。）を合わせて 30 例以上実施した経験を有す

る常勤の整形外科の医師の氏名等（１名以上） 

常勤医師の氏名 内視鏡下椎弓切除術及び内視鏡下椎間板摘出（切

除）術（後方切除術に限る。）の経験症例数 

 例 

 例 

５ 当該保険医療機関における内視鏡下椎弓切除術及び内視鏡下椎間板摘出（切除）術（後

方切除術に限る。）の実施症例数（合わせて２０例以上） 

 

例 
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［記載上の注意］ 

 

１ 「３」の脊椎手術とは、「Ｋ１１８」、「Ｋ１３１」、「Ｋ１３２」から「Ｋ１

３４」まで、「Ｋ１３５」、「Ｋ１３６」、「Ｋ１３８」、「Ｋ１３９」、「Ｋ１４２」

及び「Ｋ１４２－２」に掲げる脊椎手術であること。 

 

２ 整形外科を担当する医師の氏名、勤務の形態及び勤務時間について、別添

２の様式４を添付すること。なお、次のいずれに該当する従事者であるかにつ

いて備考欄に記載すること。 

 ・常勤の整形外科の医師 

 ・脊椎手術を術者として 300 例以上実施した経験を有する常勤の整形外科の

医師 

 ・当該手術に熟練した医師の指導の下に、術者として内視鏡下椎弓切除術及

び内視鏡下椎間板摘出（切除）術（後方切除術に限る。）を合わせて 30 例

以上実施した経験を有する常勤の整形外科の医師 

 

３ 「３」から「５」については当該手術症例一覧（実施年月日、手術名、患

者の性別、年齢、主病名）を別添２の様式 52 により添付すること。 

 

４ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。 
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様式52

［ ］手術症例一覧

実 施 患者 患者
手 術 名 主 病 名

年月日 性別 年齢

71



様式 53 

 

内視鏡下椎間板摘出（切除）術（前方切除術に限る。）、内視鏡下 

脊椎固定術（胸椎又は腰椎前方固定）の施設基準に係る届出書添付書類 

 

１ 標榜診療科（施設基準に係る標榜科名を記入すること。） 

 

 

２ 常勤の整形外科の医師の氏名（２名以上） 

常勤医師の氏名 

 

 

 

３ 脊椎手術を術者として 300 例以上実施した経験を有する常勤の整形外科の医師の氏名

等（１名以上） 

常勤医師の氏名 脊椎手術経験症例数 

 例 

 例 

４ 当該手術に熟練した医師の指導の下に、術者として内視鏡下椎間板摘出（切除）術（前

方切除術に限る。）、内視鏡下脊椎固定術（胸椎又は腰椎前方固定）を合わせて 20 例以上

実施した経験を有する常勤の整形外科の医師の氏名等（１名以上） 

 

常勤医師の氏名 

内視鏡下椎間板摘出（切除）術（前方切

除術に限る。）及び内視鏡下脊椎固定術

（胸椎又は腰椎前方固定）の経験症例数

 例 

 例 

５ 当該保険医療機関における内視鏡下椎間板摘出（切除）術（前方切除術に限る。）及び

内視鏡下脊椎固定術（胸椎又は腰椎前方固定）の実施症例数（合わせて 20 例以上） 

 

例 
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［記載上の注意］ 

 

１ 「３」の脊椎手術とは、「Ｋ１１８」、「Ｋ１３１」、「Ｋ１３２」から「Ｋ１３４」まで、

「Ｋ１３５」、「Ｋ１３６」、「Ｋ１３８」、「Ｋ１３９」、「Ｋ１４２」及び「Ｋ１４２－２」

に掲げる脊椎手術であること。 

 

２ 整形外科を担当する医師の氏名、勤務の形態及び勤務時間について、別添２の様式４

を添付すること。なお、次のいずれに該当する従事者であるかについて備考欄に記載する

こと。 

 ・常勤の整形外科の医師 

 ・脊椎手術を術者として 300 例以上実施した経験を有する常勤の整形外科の医師 

 ・当該手術に熟練した医師の指導の下に、術者として内視鏡下椎間板摘出（切除）術（前

方切除術に限る。）、内視鏡下脊椎固定術（胸椎又は腰椎前方固定）を合わせて 20 例以

上実施した経験を有する常勤の整形外科の医師 

 

３ 「３」から「５」については当該手術症例一覧（実施年月日、手術名、患者の性別、

年齢、主病名）を別添２の様式 52 により添付すること。 

 

４ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。 
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様式 54 
 

頭蓋骨形成手術（骨移動を伴うものに限る。）の施設基準に係る届出書添付書類 
 

１ 標榜診療科（施設基準に係る標榜科名を記入すること。） 

２ 頭蓋骨形成手術について５例以上の経験を有する常勤の形成外科及び脳神経外科の医師の 

氏名等（それぞれ１名以上） 

常勤医師の氏名 診療科名 
当該診療科の 

経験年数 

頭蓋骨形成手術 

の経験症例数 

 例

 例

 例

３ 当該保険医療機関における頭蓋骨形成手術（骨移動を伴うものに限る。）の実施症例数 

（５例以上） 

                                       例 

 

［記載上の注意］ 

 

１ 「２」の医師の氏名、勤務の形態及び勤務時間について、別添２の様式４を添付すること。なお、

次のいずれに該当する従事者であるかについて備考欄に記載すること。 

 ・常勤の形成外科の医師 

・常勤の脳神経外科の医師 

 ・当該診療科について５年以上の経験を有する常勤の形成外科の医師 

・当該診療科について５年以上の経験を有する常勤の脳神経外科の医師 

 ・頭蓋骨形成手術に熟練した医師の指導の下に、術者として頭蓋骨形成手術を５例以上実施した経験

を有する常勤の形成外科の医師 

 ・頭蓋骨形成手術に熟練した医師の指導の下に、術者として頭蓋骨形成手術を５例以上実施した経験

を有する常勤の脳神経外科の医師 

 

２ 「２」から「３」については当該手術症例一覧（実施年月日、手術名、患者の性別、年齢、主病名）

を別添２の様式 52 により添付すること。 

 

３ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。 
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様式55

人工内耳埋込術の施設基準に係る届出書添付書類

１ 届出種別

・新規届出 （実績期間 年 月～ 年 月）

・再度の届出（実績期間 年 月～ 年 月）

２ 標榜診療科（ ）施設基準に係る標榜科名を記入すること。

３ 内耳又は中耳に対する手術の実施数

例

４ 耳鼻咽喉科の医師の氏名等（３名以上）

常勤医師の氏名 耳鼻咽喉科の経験年数 人工内耳埋込術の経験症例数

年 例

年 例

年 例

年 例

５ 言語聴覚療法に専従する職員の氏名（２名以上）

６ 人工内耳埋込術を行った患者のリハビリテーションを届出医療機関と連携を有する保険

医療機関で行う場合

連 携 医 療 機 関 の 名 称

開 設 者 名

所 在 地

耳鼻咽喉科の常勤医師の氏名

言語聴覚療法に専従する職員の氏名（２名以上）
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［記載上の注意］

１ 「１」は特掲診療料施設基準通知２の４の（３）に定めるところによるものであること。

２ 「３」は、新規届出の場合には実績期間内に１５例以上、再度の届出の場合には実績期間内に

30例以上が必要であること。また、当該症例一覧（実施年月日、手術名、患者の性別、年齢、主

病名）を別添２の様式52により添付すること。

３ 「４」及び「６」の耳鼻咽喉科の常勤医師及び「５」及び「６」の言語聴覚療法に専従する職

員の氏名、勤務の態様及び勤務時間について、別添２の様式４を添付すること。なお、次のいず

れに該当する従事者であるかについて備考欄に記載すること。

・耳鼻咽喉科の常勤医師

・５年以上の耳鼻咽喉科の経験を有する常勤医師

・１例以上の人工内耳埋込術の経験を有する耳鼻咽喉科の常勤医師

・言語聴覚療法に専従する職員

・連携を有する保険医療機関の耳鼻咽喉科の常勤医師

・連携を有する保険医療機関の言語聴覚療法に専従する職員

４ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。
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様式 56 
 

上顎骨形成術（骨移動を伴う場合に限る。）、下顎骨形成術（骨移動を伴う場
合に限る。）の施設基準に係る届出書添付書類 

 

１ 標榜診療科（施設基準に係る標榜科名を記入すること。） 

２ 上顎骨形成術又は下顎骨形成術について合わせて５例以上の経験を有する常勤の形成外科

及び耳鼻咽喉科の医師の氏名等（それぞれ１名以上） 

常勤医師の氏名 診療科名 経験年数 
上顎骨形成術又は 

下顎骨形成術の経験症例数

  年 例

 年 例

 年 例

３ 当該保険医療機関における上顎骨形成術（骨移動を伴う場合に限る。）又は下顎骨形成術（骨

移動を伴う場合に限る。）の実施数（合わせて５例以上） 

 

                                        例 

 

［記載上の注意］ 

１ 「２」の医師の氏名、勤務の形態及び勤務時間について、別添２の様式４を添付すること。な

お、次のいずれに該当する従事者であるかについて備考欄に記載すること。 

 ・常勤の形成外科の医師 

・常勤の耳鼻咽喉科の医師 

 ・当該診療科について５年以上の経験を有する常勤の形成外科の医師 

・当該診療科について５年以上の経験を有する常勤の耳鼻咽喉科の医師 

 ・上顎骨形成術又は下顎骨形成術に熟練した医師の指導の下に、術者として上顎骨形成術又は下

顎骨形成術を５例以上実施した経験を有する常勤の形成外科の医師 

 ・上顎骨形成術又は下顎骨形成術に熟練した医師の指導の下に、術者として上顎骨形成術又は下

顎骨形成術を５例以上実施した経験を有する常勤の耳鼻咽喉科の医師 

 

２ 「２」から「３」については当該手術症例一覧（実施年月日、手術名、患者の性別、年齢、主

病名）を別添２の様式 52 により添付すること。 

 

３ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。 
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様式 57 

 

同種死体肺移植術 

同種心移植術 

同種心肺移植術     の施設基準に係る届出書添付書類 

同種死体肝移植術 

同種死体膵移植術 

同種死体膵腎移植術 

同種死体腎移植術 

※ 該当する届出事項を○で囲むこと。 

施 設 種 別 

・移植関係学会合同委員会において、肺移植実施施設として選定された施設 

（選定年月日：    年  月  日） 

・移植関係学会合同委員会において、心臓移植実施施設として選定された施設 

（選定年月日：    年  月  日） 

・移植関係学会合同委員会において、心肺同時移植実施施設として選定された施設 

（選定年月日：    年  月  日） 

・移植関係学会合同委員会において、肝臓移植実施施設として選定された施設 

（選定年月日：    年  月  日） 

・移植関係学会合同委員会において、膵臓移植実施施設として選定された施設 

（選定年月日：    年  月  日） 

・（社）日本臓器移植ネットワークにおいて、腎臓移植実施施設として登録された施設

（選定年月日：    年  月  日） 

 

［記載上の注意］ 

 １ 施設種別欄において選定された施設であることを証する文書の写しを添付する

こと。 

 ２ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。 
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様式58

生体部分肺移植術の施設基準に係る届出書添付書類

１ 届出種別

・新規届出 （実績期間 年 月～ 年 月）

・再度の届出（実績期間 年 月～ 年 月）

２ 標榜診療科（複数の標榜科がある場合は、それらをすべて記入のこと。）

科

３ 肺切除術の実施数

例

４ 生体部分肺移植術を担当する診療科の医師の氏名等（５名以上）

常勤医師の氏名 診療科名 臓器移植の経験症

例数
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［記載上の注意］

１ 「１」は特掲診療料施設基準通知２の４の（３）に定めるところによるもの

であること。

２ 「３」は、新規届出の場合には実績期間内に10例以上、再度の届出の場合に

は実績期間内に20例以上が必要であること。また、当該症例一覧（実施年月日、

手術名、患者の性別、年齢、主病名）を別添２の様式52により添付すること。

３ 「４」については、次の常勤医師について記載すること。

・生体部分肺移植術を担当する診療科の常勤医師

・生体部分肺移植術を担当する診療科の常勤医師のうち、臓器移植の経験を有

する常勤医師

また、当該常勤医師の経歴（当該病院での勤務期間がわかるもの）を添付す

ること。

４ 世界保健機関「ヒト臓器移植に関する指針」、国際移植学会倫理指針、日本

移植学会倫理指針及び日本移植学会「生体部分肺移植ガイドライン」を遵守す

る旨の文書（様式任意）を添付すること。

５ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。
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様式59

経皮的冠動脈形成術（高速回転式経皮経管アテレクトミーカテーテルに

よるもの）の施設基準に係る届出書添付書類

１ 届出種別

・新規届出 （実績期間 年 月～ 年 月）

・再度の届出（実績期間 年 月～ 年 月）

２ 標榜診療科（施設基準に係る標榜科名を記入すること。）

科

３ 開心術又は冠動脈、大動脈バイパス移植術の実施症例数

例

４ 経皮的冠動脈形成術の実施症例数

例

５ 当該診療科の医師の氏名等

医師の氏名 診療科名 勤務形態 当該診療科の経験年

数

常勤 ・ 非常勤 年

常勤 ・ 非常勤 年

常勤 ・ 非常勤 年

常勤 ・ 非常勤 年
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［記載上の注意］

１ 「１」は特掲診療料施設基準通知２の４の（３）に定めるところによるものであるこ

と。

２ 「３」及び「４」は、新規届出の場合には実績期間内に開心術又は冠動脈及び大動脈

バイパス移植術が15例以上、かつ、経皮的冠動脈形成術が100例以上、再度の届出の場

合には実績期間内に開心術又は冠動脈及び大動脈バイパス移植術が30例以上、かつ、経

皮的冠動脈形成術が200例以上が必要であること。また、開心術又は冠動脈、大動脈バ

イパス移植術、経皮的冠動脈形成術の手術症例の一覧（実施年月日、手術名、患者の性

別、年齢、主病名）を別添２の様式52により添付すること。

３ 「５」は、次の従事者について記載すること。

・５年以上の循環器科の経験を有する医師

・５年以上の心臓血管外科の経験を有する常勤医師

４ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。
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様式60

１ 届出種別

２ 標榜診療科（施設基準に係る標榜科名を記入すること。）

３ 当該診療科の医師の氏名等

４ 臨床工学技士の氏名（１名以上）

５ 連携医療機関

６

例

常勤医師の氏名 当該診療科の経験年数

経皮的冠動脈形成術、
経皮的冠動脈血栓除去術又は
経皮的冠動脈ステント留置術

に関する経験年数

診療科名

年　 年　

年　 年　

医療機関の住所と
当該医療機関までの所要時間

連携医師名と経歴（経験年数を含む）医療機関名

経皮的中隔心筋焼灼術の施設基準に係る届出書

・新規届出 （実績期間　　年　　月～　　年　　月）

・再度の届出 （実績期間　　年　　月～　　年　　月）

年　

経皮的冠動脈形成術、経皮的冠動脈血栓切除術又は経皮的動脈ステント留置術の実施症例数

年　
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［記載上の注意］

１ 　「１」は特掲診療料施設基準通知２の４の（３）に定めるところによるものであるこ

と。

２ 　「３」は次の医師について記載すること。

・経皮的冠動脈形成術、経皮的冠動脈血栓切除術又は経皮的動脈ステント留置術に

　関し、10年以上の経験を有する常勤医師

・５年以上の心臓血管外科の経験を有する常勤医師

３ 　「５」は、当該保険医療機関内に５年以上の心臓血管外科の経験を有する常勤医師が

いない場合に記載することとし、「連携医師名と経歴（経験年数を含む。）」欄は、５

年以上の心臓血管外科の経験を有する常勤医師であることがわかるように記載するこ

と。

　また、緊急事態が発生したときは当該連携医療機関が即座に適切な対応を図ることが

明記されている契約に関する文書の写しを添付すること。

４ 　「６」は、新規届出の場合には実績期間内に経皮的冠動脈形成術、経皮的冠動脈血栓

除去又は経皮的冠動脈ステント留置術を合わせて50例以上、再度の届出の場合には100例

以上必要であること。また、当該手術の手術症例の一覧（実施年月日、手術名、患者の

性別、年齢、主病名）を別添２の様式52により添付すること。

５ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。
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様式61

両心室ペースメーカー移植術及び両心室ペースメーカー交換術

の施設基準に係る届出書添付書類

１ 届出種別

・新規届出 （実績期間 年 月～ 年 月）

・再度の届出（実績期間 年 月～ 年 月）

２ 標榜診療科（施設基準に係る標榜科名を記入すること。）

科

３ 心臓電気生理学的検査の実施症例数 例

うち、心室性頻拍性不整脈症例に対するもの 例

４ 開心術及び冠動脈、大動脈バイパス移植術の実施症例数 例

両心室ペースメーカー移植術の実施症例数 例

５ 体外式を含む補助人工心臓等を用いた重症心不全治療の経験症例数

例

６ 当該診療科の医師の氏名等

常勤医師の氏名 診療科名 所定の研修終了年月日

７ 当該保険医療機関内で必要な検査等が常時実施できる機器

（一般的名称） (承認番号)

・ 血液学的検査

・ 生化学的検査

・ 画 像 診 断

85



［記載上の注意］

１ 「１」は特掲診療料施設基準通知２の４の（３）に定めるところによるものである

こと。

２ 「３」は、新規届出の場合には実績期間内に心臓電気生理学的検査が２５例以上

（うち心室性頻拍性不整脈症例が３例以上）、再度の届出の場合には実績期間内に心

臓電気生理学的検査が50例以上（うち心室性頻拍性不整脈症例が５例以上）が必要で

あること。また、当該症例一覧（実施年月日、手術名、患者の性別、年齢、主病名）

を別添２の様式52により添付すること。

３ 「４」は、新規届出の場合には実績期間内に開心術又は冠動脈、大動脈バイパス移

植術を合わせて２５例、かつ、ペースメーカー移植術を５例以上、再度の届出の場合

には実績期間内に開心術又は冠動脈、大動脈バイパス移植術を合わせて50例、かつ、

ペースメーカー移植術を10例以上が必要であること。また、当該症例一覧（実施年月

日、手術名、患者の性別、年齢、主病名）を別添２の様式52により添付すること。

４ 「５」は、十分な経験のある施設であることがわかるように、実績期間における症

例数をすべて記入すること。また、当該手術症例一覧（実施年月日、手術名、患者の

性別、年齢、主病名）を別添２の様式52により添付すること。

５ 「６」の常勤医師の氏名、勤務の態様及び勤務時間について、別添２の様式４を添

付すること。なお、次のいずれに該当する常勤医師であるかについて備考欄に記載す

ること。

・循環器科の常勤医師

・心臓血管外科の常勤医師

・所定の研修を終了している当該診療科の常勤医師

また、当該常勤医師の経歴（当該病院での勤務期間、循環器科又は心臓血管外科の

経験年数及び所定の研修終了の有無がわかるもの）を添付すること。

６ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。
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様式62

埋込型除細動器移植術及び埋込型除細動器交換術の施設基準に係る届出書添付書類

１ 届出種別

・新規届出 （実績期間 年 月～ 年 月）

・再度の届出（実績期間 年 月～ 年 月）

２ 標榜診療科（施設基準に係る標榜科名を記入すること。）

科

３ 心臓電気生理学的検査の実施症例数 例

うち、心室性頻拍性不整脈症例に対するもの 例

４ 開心術又は冠動脈、大動脈バイパス移植術の実施症例数 例

埋込型除細動器移植術の実施症例数 例

５ 当該診療科の医師の氏名等

常勤医師の氏名 診療科名 所定の研修終了年月日

６ 当該保険医療機関内で必要な検査等が常時実施できる機器

（一般的名称） (承認番号)

(１) 血液学的検査

(２) 生化学的検査

(３) 画 像 診 断
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［記載上の注意］

１ 「１」は特掲診療料施設基準通知２の４の（３）に定めるところによるものであ

ること。

２ 「３」は、新規届出の場合には実績期間内に心臓電気生理学的検査が25例以上

（うち心室性頻拍性不整脈症例が３例以上）、再度の届出の場合には実績期間内

に心臓電気生理学的検査が50例以上（うち心室性頻拍性不整脈症例が５例以上）

が必要であること。また、当該症例一覧（実施年月日、手術名、患者の性別、年

齢、主病名）を別添２の様式52により添付すること。

３ 「４」は、新規届出の場合には実績期間内に開心術又は冠動脈、大動脈バイパス

移植術を合わせて15例、かつ、埋込型除細動器移植術を５例以上、再度の届出の場

合には実績期間内に開心術又は冠動脈、大動脈バイパス移植術を合わせて30例、か

つ、埋込型除細動器移植術を10例以上が必要であること。また、当該症例一覧（実

施年月日、手術名、患者の性別、年齢、主病名）を別添２の様式52により添付する

こと。

４ 「５」の常勤医師の氏名、勤務の態様及び勤務時間について、別添２の様式４を

添付すること。なお、次のいずれに該当する常勤医師であるかについて備考欄に記

載すること。

・循環器科の常勤医師

・心臓血管外科の常勤医師

・所定の研修を終了している当該診療科の常勤医師

また、当該常勤医師の経歴（当該病院での勤務期間、循環器科又は心臓血管外科

の経験年数及び所定の研修終了の有無がわかるもの）を添付すること。

５ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。
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様式63

両室ペーシング機能付き埋込型除細動器移植術及び両室ペーシング機能

付き埋込型除細動器交換術の施設基準に係る届出書添付書類

１ 届出種別

・新規届出 （実績期間 年 月～ 年 月）

・再度の届出（実績期間 年 月～ 年 月）

２ 標榜診療科（施設基準に係る標榜科名を記入すること。）

科

３ 心臓電気生理学的検査数 例

うち、心室性頻拍性不整脈症例に対するもの 例

４ 開心術又は冠動脈、大動脈バイパス移植術の実施症例数 例

両室ペーシング機能付き埋込型除細動器移植術の実施症例数 例

５ 当該診療科の常勤医師の氏名等

常勤医師の氏名 診療科名 所定の研修終了年月日

６ 当該保険医療機関内で必要な検査等が常時実施できる機器

（一般的名称） （承認番号）

(１) 血液学的検査

(２) 生化学的検査

(３) 画 像 診 断
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［記載上の注意］

１ 「１」は特掲診療料施設基準通知２の４の（３）に定めるところによるものであること。

２ 「３」は、新規届出の場合には実績期間内に心臓電気生理学的検査が25例以上（うち心室

性頻拍性不整脈症例が３例以上）、再度の届出の場合には実績期間内に心臓電気生理学的検

査が50例以上（うち心室性頻拍性不整脈症例が５例以上）が必要であること。また、当該症

例一覧（実施年月日、手術名、患者の性別、年齢、主病名）を別添２の様式52により添付す

ること。

３ 「４」は、新規届出の場合には実績期間内に開心術又は冠動脈、大動脈バイパス移植術を

合わせて15例、かつ、両室ペーシング機能付き埋込型除細動器移植術を５例以上、再度の届

出の場合には実績期間内に開心術又は冠動脈、大動脈バイパス移植術を合わせて30例、かつ、

両室ペーシング機能付き埋込型除細動器移植術を10例以上が必要であること。また、当該症

例一覧（実施年月日、手術名、患者の性別、年齢、主病名）を別添２の様式52により添付す

ること。

４ 「５」の常勤医師の氏名、勤務の態様及び勤務時間について、別添２の様式４を添付する

こと。なお、次のいずれに該当する常勤医師であるかについて備考欄に記載すること。

・循環器科の常勤医師

・心臓血管外科の常勤医師

・所定の研修を終了している常勤医師

また、当該常勤医師の経歴（当該病院での勤務期間、循環器科及び心臓血管外科の経験年

数及び所定の研修終了の有無がわかるもの）を添付すること。

５ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。
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様式64

補助人工心臓の施設基準に係る届出書添付書類

１ 届出種別

・新規届出 （実績期間 年 月～ 年 月）

・再度の届出（実績期間 年 月～ 年 月）

２ 標榜診療科（施設基準に係る標榜科名を記入すること。）

科

３ 開心術（冠動脈、大動脈バイパス移植術を含む。）の実施症例数

例

４ 心臓血管外科の医師の氏名等

常勤医師の氏名等 心臓血管外科の経験年数 補助人工心臓の経験症例数

年 例

年 例

年 例

年 例

年 例

年 例

５ 当該保険医療機関内で必要な検査等が常時実施できる機器

（一般的名称） (承認番号)

・ 血液学的検査

・ 生化学的検査

・ 画 像 診 断
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［記載上の注意］

１ 「１」は特掲診療料施設基準通知２の４の（３）に定めるところによるものであること。

２ 「２」は、新規届出の場合には実績期間内に25例以上、再度の届出の場合には実績期間内に

50例以上が必要であること。また、当該手術症例一覧（実施年月日、手術名、患者の性別、年

齢、主病名）を別添２の様式52により添付すること。

３ 「４」の常勤医師の氏名、勤務の態様及び勤務時間について、別添２の様式４を添付するこ

と。なお、次のいずれに該当する常勤医師であるかについて備考欄に記載すること。

・心臓血管外科の常勤医師

・心臓血管外科の常勤医師のうち、心臓血管外科の経験を５年以上有している医師

・心臓血管外科の常勤医師のうち、１例以上の補助人工心臓の経験を有している医師

また、当該常勤医師の経歴（当該病院での勤務期間、心臓血管外科の経験年数及び補助人工

心臓所定の経験の有無がわかるもの）を添付すること。

４ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。

92



様式65

埋込型補助人工心臓の施設基準に係る届出書添付書類

１ 届出種別

・新規届出 （実績期間 年 月～ 年 月）

・再度の届出（実績期間 年 月～ 年 月）

２ 標榜診療科（ ）施設基準に係る標榜科名を記入すること。

科

３ 開心術の実施症例数 例

４ 現時点までの補助人工心臓装着を行った経験症例数 例

うち過去３年間の経験症例数 例

うち90日以上連続した補助を行った症例数 例

５ 移植関係学会合同委員会に選定された年月日 平成 年 月 日

６ 心臓血管外科の医師の氏名等

常勤医師の氏名 心臓血管外科の経験年数 補助人工心臓の実施症例数 所定の研修終了年月

年 例

年 例

年 例

年 例

年 例

年 例

７ 当該保険医療機関内で必要な検査等が常時実施できる機器

（一般的名称） (承認番号)

・ 血液学的検査

・ 生化学的検査

・ 画 像 診 断

８ 補助人工心臓の適応を検討する委員会の有無 （ 有 ・ 無 ）

補助人工心臓装着患者を統合的に治療・管理する体制の有無 （ 有 ・ 無 ）

９ 体外設置型補助人工心臓駆動装置の有無 （ 有 ・ 無 ）

緊急時の装着の施行 （ 可能 ・ 不可能 ）
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［記載上の注意］

１ 「１」は特掲診療料施設基準通知２の４の（３）に定めるところによるものであること。

２ 「３」は、新規届出の場合には実績期間内に25例以上、再度の届出の場合には実績期間内に

50例以上が必要であること。また、当該手術症例一覧（実施年月日、手術名、患者の性別、年

齢、主病名）を別添２の様式52により添付すること。

３ 「６」の常勤医師の氏名、勤務の態様及び勤務時間について、別添２の様式４を添付するこ

と。なお、次のいずれに該当する常勤医師であるかについて備考欄に記載すること。

・心臓血管外科の常勤医師

・心臓血管外科の常勤医師のうち、心臓血管外科の経験を５年以上有している医師

・心臓血管外科の常勤医師のうち、１例以上の補助人工心臓の経験を有している医師

また、当該常勤医師の経歴（当該病院での勤務期間、心臓血管外科の経験年数及び補助人工

心臓所定の経験の有無がわかるもの）を添付すること。

４ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。
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様式66

体外衝撃波胆石破砕術

の施設基準に係る届出書添付書類

体外衝撃波・尿管結石破砕術

※ 該当する届出項目に○を付けること

当該療法 当該療法用の
を 行 う 器械・器具の
専 用 室 平方ﾒｰﾄﾙ 名称、台数等

緊 急 時 の た め の 手 術 室 平方ﾒｰﾄﾙ

緊急検査が可能な検査体制 （ 有 ・ 無 ）

当該診療科の医師の氏名等

胆石症に関する 腎・尿管結石に関する
常勤医師の氏名

専門知識 経験年数 専門知識 経験年数

有 ・ 無 年 有 ・ 無 年

有 ・ 無 年 有 ・ 無 年

有 ・ 無 年 有 ・ 無 年

有 ・ 無 年 有 ・ 無 年

有 ・ 無 年 有 ・ 無 年

有 ・ 無 年 有 ・ 無 年

常時 日勤 名 当直 名(午前０時より午後12時までの間)

待機医師 その他（ ） 名

当該医療機関内で常時 実施できる検査に係る機器(午前０時より午後12時までの間)

検 査 一般的名称 承認番号 台 数

生 化 学 的 検 査

血 液 学 的 検 査

微 生 物 学 的 検 査

画 像 診 断
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［記載上の注意］

１ 「担当医師」の氏名、勤務の態様及び勤務時間について、別添２の様式４を添付すること。

なお、次のいずれに該当する常勤医師であるかについて備考欄に記載すること。

・体外衝撃波胆石破砕術を担当する医師

・胆石治療に関し、専門の知識及び少なくとも５年以上の経験を有する専門医

・体外衝撃波・尿管結石破砕術を担当する医師

・腎・尿管結石の治療に関し、専門の知識及び少なくとも５年以上の経験を有する専門医

また、担当医師の経歴（当該病院における勤務、当該治療に係る経験年数がわかるもの）を

添付すること。

２ 当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。

３ 当該地域における必要性を記載した理由書を添付すること。

４ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。
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様式67

生体部分肝移植術の施設基準に係る届出書添付書類

１ 届出種別

・新規届出 （実績期間 年 月～ 年 月）

・再度の届出（実績期間 年 月～ 年 月）

２ 標榜診療科（当該手術を担当する科名）

科

１ 肝切除術の実施症例数（ただし、小児科及び小児外科の病床数が合わせて100床以上の

保険医療機関については肝切除術及び先天性胆道閉鎖症手術の合計実施症例数）

例

４ 生体部分肝移植術を担当する診療科の常勤医師の氏名等（５名以上）

常勤医師の氏名 診療科名 臓器移植の経験症例数
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［記載上の注意］

１ 「１」は特掲診療料施設基準通知２の４の（３）に定めるところによるものであること。

２ 「３」は、新規届出の場合には実績期間内に10例以上（小児科及び小児外科の病床数が合わ

せて100床以上の保険医療機関については肝切除術及び先天性胆道閉鎖症手術が合わせて５例以

上）、再度の届出の場合には実績期間内に20例以上（小児科及び小児外科の病床数が合わせて

100床以上の保険医療機関については肝切除術及び先天性胆道閉鎖症手術が合わせて10例以上）

が必要であること。また、当該症例一覧（実施年月日、手術名、患者の性別、年齢、主病名）

を別添２の様式52により添付すること。

３ 「４」については、次の常勤医師について記載すること。

・生体部分肝移植術を担当する診療科の常勤医師

・生体部分肝移植術を担当する診療科の常勤医師のうち、臓器移植の経験を有する常勤医師

また、当該常勤医師の経歴（当該病院での勤務期間、当該診療科の経験年数及び所定の研修終

了の有無がわかるもの）を添付すること。

４ 臓器の移植に関する法律の運用に関する指針（ガイドライン）、世界保健機関「ヒト臓器移

植に関する指針」、国際移植学会倫理指針並びに日本移植学会倫理指針及び日本移植学会「生

体部分肺移植ガイドライン」を遵守する旨の文書（様式任意）を添付すること。

５ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。
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様式 68 

 

腹腔鏡下小切開副腎摘出術・腹腔鏡下小切開腎部分切除術 

腹腔鏡下小切開腎摘出術・腹腔鏡下小切開腎（尿管）悪性腫瘍手術  の施設基準に係る届出書添付書類 

腹腔鏡下小切開腎前立腺悪性腫瘍手術 

 

１ 標榜診療科（施設基準に係る標榜科名を記入すること。） 

２ 腹腔鏡下腎摘出術、腹腔鏡下副腎摘出術又は腹腔鏡下前立腺悪性腫瘍手術について合わせて

20 例以上の経験を有する常勤の泌尿器科の医師の氏名等（２名以上） 

常勤医師の氏名 
腹腔鏡下腎摘出術、腹腔鏡下副腎摘出術又は腹腔鏡下

前立腺悪性腫瘍手術の経験症例数 

 例 

 例 

 例 

３ 腹腔鏡下小切開泌尿器手術に習熟した医師の指導の下に、術者として腹腔鏡下小切開泌尿器手術

を 10 例以上実施した経験を有する常勤の泌尿器科の医師の氏名等（１名以上） 

常勤医師の氏名 腹腔鏡下小切開泌尿器手術の経験症例数 

 例 

 例 

４ 当該保険医療機関における腹腔鏡下小切開泌尿器手術の実施症例数（10 例以上） 

 

                                  例 

 

注： 腹腔鏡下小切開泌尿器手術とは腹腔鏡下小切開副腎摘出術・腹腔鏡下小切開腎部分切除術・ 

腹腔鏡下小切開腎摘出術・腹腔鏡下小切開腎（尿管）悪性腫瘍手術・腹腔鏡下小切開腎前立

腺悪性腫瘍手術のことをいう。 
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［記載上の注意］ 

 

１ 「２」及び「３」の医師の氏名、勤務の形態及び勤務時間について、別添２の様式４を添付す

ること。なお、次のいずれに該当する従事者であるかについて備考欄に記載すること。 

     ・  腹腔鏡下腎摘出術、腹腔鏡下副腎摘出術又は腹腔鏡下前立腺悪性腫瘍手術についてあわせ

て 20 例以上の経験を有する常勤の泌尿器科の医師 

・  腹腔鏡下小切開泌尿器手術に習熟した医師の指導の下に術者として腹腔鏡下小切開泌尿器手

術を 10 例以上実施した経験を有する常勤の泌尿器科の医師 

 

２ 「２」から「４」については当該手術症例一覧（実施年月日、手術名、患者の性別、年齢、主

病名）を別添２の様式 52 により添付すること。 

 

３ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。 
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様式69

生体腎移植術の施設基準に係る届出書添付書類

１ 届出種別

・新規届出 （実績期間 年 月～ 年 月）

・再度の届出（実績期間 年 月～ 年 月）

２ 標榜診療科（当該手術を担当する科名）

科

３ 腎摘出術の実施数

例

４ 生体腎移植術を担当する診療科の医師の氏名等（２名以上）

常勤医師の氏名 診療科名 献腎移植の経験症例数 生体腎移植の経験症例数
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［記載上の注意］

１ 「１」は特掲診療料施設基準通知２の４の（３）に定めるところによるものであること。

２ 「３」は、新規届出の場合には実績期間内に５例以上、再度の届出の場合には実績期間内に

10例以上が必要であること。また、当該症例一覧（実施年月日、手術名、患者の性別、年齢、

主病名）を別添２の様式52により添付すること。

３ 「４」は、次の常勤医師について記載すること。

・生体腎移植術を担当する診療科の常勤医師

・生体腎移植術を担当する診療科の常勤医師のうち、献腎移植の経験を有する常勤医師

・生体腎移植術を担当する診療科の常勤医師のうち、生体腎移植術の経験を有する常勤医師

また、当該常勤医師の経歴（当該病院での勤務期間がわかるもの）を添付すること。

４ 世界保健機関「ヒト臓器移植に関する指針」、国際移植学会倫理指針、日本移植学会倫理指

針及び日本移植学会「生体腎移植ガイドライン」を遵守する旨の文書（様式任意）を添付する

こと。

５ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。
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様式 70 

 

焦点式高エネルギー超音波療法の施設基準に係る届出書添付書類 

 

１ 標榜診療科（施設基準に係る標榜科名を記入すること。） 

２ 焦点式高エネルギー超音波療法について主として実施する医師及び補助を行う医師と

して５例以上の経験を有する常勤の泌尿器科の医師の氏名等（１名以上） 

常勤医師の氏名 泌尿器科の経験年数 
焦点式高エネルギー超 

音波療法の経験症例数 

 年 例 

 年 例 

３ 当該医療機関における焦点式高エネルギー超音波療法の実施症例数（５例以上） 

 

                                  例 

 

［記載上の注意］ 

１ 「２」の医師の氏名、勤務の形態及び勤務時間について、別添２の様式４を添付すること。な

お、次に該当する従事者であるかについて備考欄に記載すること。 

     ・当該手術について５例以上の経験を有する泌尿器科の常勤医師 

 

２ 「２」から「３」については当該手術症例一覧（実施年月日、手術名、患者の性別、年齢、主

病名）を別添２の様式 52 により添付すること。 

 

３ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。 

103



様式 71 

 

腹腔鏡下前立腺悪性腫瘍手術の施設基準に係る届出書添付書類 

 

１ 標榜診療科名（施設基準に係る標榜科名を記入すること。） 

 

科  

２ 腹腔鏡下腎摘出術及び腹腔鏡下副腎摘出術を術者として合わせて20例以上実施した経

験を有する常勤の泌尿器科の医師の氏名等（２名以上） 

常勤医師の氏名 
腹腔鏡下腎摘出術及び腹腔鏡下

副腎摘出術の症例数 

 例  

 例  

 例  

３ 腹腔鏡下前立腺悪性腫瘍手術に習熟した医師の指導の下に、当該手術を術者として１

０例以上実施した経験を有する常勤の泌尿器科の医師の氏名等（１名以上） 

常勤医師の氏名 
腹腔鏡下前立腺悪性腫瘍手術の

経験症例数 

 例  

 例  

４ 当該保険医療機関における腹腔鏡下前立腺悪性腫瘍手術の実施症例数（10 例以上） 

 

                                 例 
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［記載上の注意］ 

 

１ 「２」から「４」については当該手術症例一覧（実施年月日、手術名、患者の性

別、年齢、主病名）を別添２の様式 52 により添付すること。 

 

２ 泌尿器科を担当する医師の氏名、勤務の形態及び勤務時間について、別添２の様

式４を添付すること。なお、次のいずれに該当する従事者であるかについて備考欄

に記載すること。 

     ・  腹腔鏡下腎摘出術及び腹腔鏡下副腎摘出術を術者として合わせて 20 例以上実施

した経験を有する常勤の泌尿器科の医師 

     ・ 腹腔鏡下前立腺悪性腫瘍手術に習熟した医師の指導の下に、当該手術を術者とし

て 10 例以上実施した経験を有する常勤の泌尿器科の医師 

 

３ 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。 
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様式72

医科点数表第２表第10部手術の通則の６（歯科点数表第２章第９部手術の
通則４を含む。）及び７に掲げる手術の施設基準に係る届出書添付書類

１．次の事項を満たしている場合には、○を付けること。

ア　手術（医科点数表第２表第10部手術の通則の６（歯科点数表第２章第９部
　手術の通則４を含む。）に掲げる手術を含む当該保険医療機関において実施
　する全ての手術）を受ける全ての患者に対して、当該手術の内容、合併症及
　び予後等を文書を用いて詳しく説明を行い、併せて、患者から要望のあった
　場合、その都度手術に関して十分な情報を提供している。

イ　アにより説明した内容について、患者に文書（書式様式は任意）で交付
　するとともに、当該交付した文書を診療録に添付している。

２．院内掲示をする手術件数

　・区分１に分類される手術 手術の件数

ア 頭蓋内腫瘤摘出術等

イ 黄斑下手術等

ウ 鼓室形成手術等

エ 肺悪性腫瘍手術等

オ 経皮的カテーテル心筋焼灼術

　・区分２に分類される手術 手術の件数

ア 靱帯断裂形成手術等

イ 水頭症手術等

ウ 鼻副鼻腔悪性腫瘍手術等

エ 尿道形成手術等

オ 角膜移植術

カ 肝切除術等

キ 子宮附属器悪性腫瘍手術等

　・区分３に分類される手術 手術の件数

　　ア 上顎骨形成術等

イ 上顎骨悪性腫瘍手術等

ウ バセドウ甲状腺全摘（亜全摘）術（両葉）

エ 母指化手術等

オ 内反足手術等

カ 食道切除再建術等

キ 同種死体腎移植術等

　・その他の区分に分類される手術 手術の件数

人工関節置換術

乳児外科施設基準対象手術

ペースメーカー移植術及び
ペースメーカー交換術

冠動脈、大動脈バイパス移植術(人工心肺を使用しないものを
含む。）及び体外循環を要する手術

経皮的冠動脈形成術、
経皮的冠動脈粥腫切除術及び
経皮的冠動脈ステント留置術

備考　１．院内掲示する文書の写しを添付すること。

２．同種腎移植術等（移植用腎採取術（生体）及び同種腎移植術をいう。）
　 の実施について、臓器の移植に関する法律の運用に関する指針（ガイ
　 ドライン）、世界保健機関「ヒト臓器移植に関する指針」、国際移植
　 学会倫理指針、日本移植学会「生体腎移植実施までの手順」を遵守す
　 る旨の文書（様式任意）を添付すること。
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様式 73 
 

輸血管理料Ⅰ及びⅡの施設基準に係る届出(報告)書添付書類 

１ 輸血部門における（専任）常勤医師の氏名 

 

２ 輸血部門における常勤臨床検査技師の氏名等 

氏  名  

 専任 ・ 専従 

 専任 ・ 専従 

 専任 ・ 専従 

３ 輸血部門における臨床検査技師の勤務状況 

日勤   名、  当直   名 

４ 輸血部門における輸血用血液製剤等の管理状況 

輸血用血液製剤の一元管理 実施している ・ 実施していない 

アルブミン製剤の一元管理 実施している ・ 実施していない 

５ 輸血用血液検査を常時実施できる体制    あり ・なし 

６ 輸血療法委員会の開催状況及び取組状況 

年間開催回数 回 ／ 年 

取組内容 
 

７ 輸血に係る副作用監視体制 

輸血前後の感染症検査 実施している ・ 実施していない 

輸血前の検体の保存 保存している ・ 保存していない 

８ 「輸血療法の実施に関する指針」及び「血液製剤の使用指針」の遵守状況 

遵守している  ・  遵守していない 

９ 新鮮凍結血漿、赤血球濃厚液及びアルブミン製剤の使用状況 

①赤血球濃厚液（ＭＡＰ）の使用量 ①  単位 

②新鮮凍結血漿（ＦＦＰ）の全使用量 ②  単位 

③血漿交換療法における新鮮凍結血漿（ＦＦＰ）の使用量 ③  単位 

④アルブミン製剤の使用量 ④  単位 

ＦＦＰ／ＭＡＰ比   （ ② － ③／２ ）／① ＝ 

アルブミン／ＭＡＰ比   ④／① ＝ 

 
［記載上の注意］ 

１ 「３」の臨床検査技師の勤務状況について具体的にわかるものを添付すること。 
２ 「６」の輸血療法委員会の開催状況及び取組状況については、血液製剤の使用実態の報告等、症例検

討を含む適正使用推進方策の検討、輸血療法に伴う事故・副作用・合併症の把握方法と対策等、その取
組内容について記載すること。また、輸血療法委員会の目的、構成員、開催回数等を記載した輸血療法
委員会の設置要綱等を添付すること。 

３ 「９」のアルブミン製剤の使用量は、使用重量(ｇ)を３で除して得た値を単位数とする。また、自己
血輸血については、輸血量 200 ｍLを赤血球濃厚液１単位相当とみなし、赤血球濃厚液の使用量として
計上すること。さらに、新鮮凍結血漿については、輸血量 80 ｍLを1単位相当とみなす。 
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様式 74 

歯周組織再生誘導手術の施設基準に係る届出書添付書類 

 

 

1 標榜診療科 

 

 

 

2 常勤の歯科医師 

氏  名 経歴(経験年数を含む。) 

  

  

  

  

 

3 手術に用いる主たる材料 

一般名称 医療機器の製品名(規格等) 

歯周組織再生誘導材料 

・ 

・ 

・ 
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様式75

麻酔管理料に係る届出書添付書類

１ 標榜診療科（施設基準に係る標榜科名を記入すること。）

２ 常勤の麻酔科標榜医

麻 酔 科 標 榜 許 可 書

氏 名 常勤となった日

許 可 年 月 日 登 録 番 号

年 月 日 年 月 日

109



様式76

放射線治療専任加算

の施設基準に係る届出書添付書類

外来放射線治療加算

※ 該当する届出項目を○で囲むこと。

１ 放射線治療を専ら担当する常勤医師の氏名 放射線治療の経験年数

２ 放射線治療を専ら担当する診療放射線技師の氏名 放射線治療の経験年数

当該管理を行うために必要な装置・器具の一覧（製品名等）

高エネルギー放射線治療

装置

Ｘ線あるいはＣＴを用い

た位置決め装置

放射線治療計画システム

患者が休憩できるベッド等の有無 （ 有 ・ 無 ）

※ 外来放射線治療加算の届出を行う場合のみ使用すること。

［記載上の注意］

１ 「１」の常勤医師の当該保険医療機関における勤務状況のわかるものを添付すること。

２ 「２」の診療放射線技師の当該保険医療機関における勤務状況のわかるものを添付する

こと。
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様式77

高エネルギー放射線治療の施設基準に係る届出書添付書類

当該保険医療機関における高エネルギー放射線治療を実施した症例数

症例数 例

［記載上の注意］

１ 症例数は特掲診療料施設基準通知２の４の（３）に定めるところによるものであること。

２ 症例数は、新規届出の場合には実績期間内に50例以上、再度の届出の場合には実績期間

内に100例以上が必要であること。
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様式78

強度変調放射線治療（ＩＭＲＴ）の施設基準に係る届出書添付書類

１ 届出種別

・新規届出 （実績期間 年 月～ 年 月）

・再度の届出（実績期間 年 月～ 年 月）

２ 標榜診療科（施設基準に係る標榜科名を記入すること。）

科

３ 放射線治療を専ら担当する常勤医師の氏名等

常勤医師の氏名 放射線治療の経験年数

年

年

年

４ 常勤診療放射線技師の氏名等

常勤診療放射線技師の氏名 放射線治療の経験年数

年

年

５ 放射線治療における機器の精度管理、照射計画の検証、照射計画補助作業等を専ら担当す

る者の氏名等

氏 名 職 種

６ 強度変調放射線治療（ＩＭＲＴ）の実施症例数

例

７ 当該治療を行うために備えつけている機器の名称等

・直線加速器 （名称 ）

・治療計画用ＣＴ装置 （名称 ）

・インバースプラン（逆方向治療計画）の可能な三次元放射線治療計画システム

（名称 ）

・照射中心に対する患者の動きや臓器の体内移動を制限する装置

（名称 ）

・平面上の照射強度を変化させることができる装置

（名称 ）

・微小容量電離箱線量計又は半導体線量計（ダイヤモンド線量計を含む。）及び併用する水フ

ァントム又は水等価個体ファントム

（名称 ）

・二次元以上で相対的な線量分布を測定・比較できる機器

（名称 ）
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